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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を基体に形成する方法であって、
　ａ）第１のベース層と印刷可能層とを含む第１の熱転写材料の該印刷可能層を画像化し
て、画像化された印刷可能層を作成する段階と、
　ｂ）前記画像化された印刷可能層を前記第１のベース層から分離する段階と、
　ｃ）前記画像化された印刷可能層が基体の上に重なり、前記第２の熱転写材料が前記画
像化された印刷可能層の上に重なる状態で、第２のベース層とオーバーレイ転写フィルム
とを含む第２の熱転写材料、及び前記画像化された印刷可能層を基体に隣接して位置決め
する段階と、
　ｄ）前記画像化された印刷可能層及び前記オーバーレイ転写フィルムを前記基体に転写
する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記転写する段階は、前記第２の熱転写材料に熱及び圧力を印加することによって実行
されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　画像を基体に形成する方法であって、
　ａ）第１のベース層と印刷可能層とを含む第１の熱転写材料の該印刷可能層を画像化し
て、画像化された印刷可能層を作成する段階と、
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　ｂ）前記画像化された印刷可能層の上に第２のベース層とオーバーレイ転写フィルムと
を含む第２の熱転写材料を重ねる段階と、
　ｃ）前記画像化された印刷可能層を前記第２の熱転写材料に転写する段階と、
　ｄ）前記第１のベース層を剥がす段階と、
　ｅ）前記画像化された印刷可能層が基体の上に重なり、前記第２の熱転写材料が前記画
像化された印刷可能層の上に重なる状態で、前記画像化された印刷可能層及び前記オーバ
ーレイ転写フィルムを基体に転写する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項４】
　前記画像化された印刷可能層及び前記第２の熱転写材料は、前記位置決めする段階中は
互いに取り付けられていないことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　印刷可能で剥離可能な転写フィルムを含む特定の第１の数の第１の熱転写材料と、オー
バーレイ転写フィルムを含む特定の第２の数の第２の熱転写材料とを含み、前記第１の熱
転写材料が前記第２の熱転写材料とは異なる種類のものである熱転写材料キットを使用す
る方法であって、
　ａ）１つの第１の熱転写材料の印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを画像化して、画
像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを作成する段階と、
　ｂ）前記画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを前記第１の熱転写材料の
残りの部分から分離する段階と、
　ｃ）前記画像化された印刷可能層が基体の上に重なり、前記第２の熱転写材料が前記画
像化された印刷可能層の上に重なる状態で、１つの第２の熱転写材料及び前記画像化され
た印刷可能で剥離可能な転写フィルムを基体に隣接して位置決めする段階と、
　ｄ）前記画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム及びオーバーレイ転写フィ
ルムを前記基体に転写する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項６】
　印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを含む特定の第１の数の第１の熱転写材料と、オ
ーバーレイ転写フィルムを含む特定の第２の数の第２の熱転写材料とを含み、前記第１の
熱転写材料が前記第２の熱転写材料とは異なる種類のものである熱転写材料キットを使用
する方法であって、
　ａ）１つの第１の熱転写材料の印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを画像化して、画
像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを作成する段階と、
　ｂ）前記画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの上に１つの第２の熱転写
材料を重ねる段階と、
　ｃ）前記画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを前記第１の熱転写材料に
転写する段階と、
　ｄ）前記第１のベース層を剥がす段階と、
　ｅ）前記画像化された印刷可能層が基体の上に重なり、前記第２の熱転写材料が前記画
像化された印刷可能層の上に重なる状態で、前記画像化された印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルム及びオーバーレイ転写フィルムを基体に転写する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像外観及び耐久性に優れる熱転写紙及び画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、Ｔシャツ、トレーニングシャツなどのような衣服物品上に顧客選択のデザイン、
メッセージ、イラストなど（以下、総称して「画像」と呼ぶ）を付加することに関連する
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重要な産業が成長している。これらの画像は、特定の最終用途に合わせて作られて剥離紙
又は転写紙上に印刷された市販製品とすることができ、又は顧客が熱転写紙上に画像を生
成することができる。画像は、熱及び圧力によって衣服物品に転写され、その後、剥離紙
又は転写紙が取り除かれる。
【０００３】
　ワックス系のクレヨン、感熱式プリンタリボン、インクジェットプリンタ、レーザジェ
ットプリンタ、及びインパクトリボン又はドットマトリックスプリンタによって作られた
画像に対する受容性が向上した熱転写紙は、当業技術で公知である。一般的に、熱転写材
料は、セルロースベースシート及びベースシート表面上の画像受容コーティングを含む。
画像受容コーティングは、通常は、コーティングの転写性及び印刷性を向上させるために
、１つ又はそれよりも多くのフィルム形成ポリマー結合剤、並びに他の添加剤を含有する
。他の熱転写材料は、セルロースベースシート及び画像受容コーティングを含み、この画
像受容コーティングは、溶融押出しにより又はフィルムをベースシートに積層することに
よって形成される。コーティング又はフィルムの表面は、その後、例えば、被覆されたベ
ースシートをエンボス加工ロールに通すことによって粗面処理することができる。
【０００４】
　基体に対する画像担持積層体（コーティング）の転写性を全体的に向上させることに多
くの努力が向けられてきた。例えば、米国特許第５，７９８，１７９号には、改良型冷間
剥離可能熱転写材料が説明されており、これは、画像担持積層体の転写直後に（熱間剥離
可能熱転写材料）、又はその後暫くして積層体が冷えた時に（冷間剥離可能熱転写材料）
ベースシートの除去を可能にするものである。更に、転写した積層体の亀裂抵抗性及び耐
洗浄性を向上させるために更に努力が向けられている。転写した積層体は、亀裂又は退色
を起こすことなく複数の洗濯サイクル及び通常の「摩滅」に耐えることができるべきであ
る。
【０００５】
　転写積層体及びそれを含む衣服物品の全体的な品質を向上させようとして、様々な技術
が用いられてきた。例えば、衣服物品上の画像担持積層体の亀裂抵抗性及び耐洗浄性を向
上させるために、熱転写材料のコーティングに可塑剤及びコーティング添加剤が添加され
てきた。
　また、フィルムを画像化した後であるが画像を基体に転写する工程の前に熱転写材料か
ら剥離可能な転写フィルムを含む熱転写材料も開発されてきた。画像化された熱転写材料
が画像を基体に転写するために画像側を下にして基体に対して置かれる時に起こる画像反
転の問題を解決するために、フィルムが基体に付着する前に、画像化された剥離可能転写
フィルムを除去することが試みられている。それはまた、それが剥離可能転写フィルムの
画像化表面の背部に不透明層を配置させるために、画像を暗い基体に付加する方法に関す
る問題を解決することを試みるものである。剥離可能転写フィルムにより、画像側を上に
して画像化フィルムを基体に対して置くことができる。永久的にフィルムを基体に固定す
るために用いる熱及び圧力の印加中に、画像化フィルムの上に保護シートを用いることが
できる。しかし、画像がフィルムの外側層上にあるために、インク又は他の媒体が転写後
に露出しやすい。画像媒体が露出すると、洗浄性及び摩耗性に関する特性が不良になる可
能性がある。これは、インクをフィルムに浸み込ませるインク受容層を用いることにより
部分的に解決することができる。しかし、インクがフィルム内に浸み込むと、転写の明度
が減少し、「チョーク状」や「洗い落ち」のように見えるか、又はあまり鮮明に見えなく
なる場合がある。
　従って、当業技術では、画像外観及び耐久性に優れる熱転写紙及び付加方法が依然とし
て必要とされている。
【０００６】
【特許文献１】米国特許第５，７９８，１７９号
【特許文献２】米国特許出願第１０／００３，６９７号
【特許文献３】米国特許第５，５０１，９０２号



(4) JP 4750044 B2 2011.8.17

10

20

30

40

50

【特許文献４】米国特許第６，０３３，７３９号
【特許文献５】米国特許第５，３４２，７３９号
【特許文献６】米国特許出願第０９／６１４，８２９号
【特許文献７】米国特許第６，２００，６６８号
【特許文献８】米国特許第６，４２８，８７８号
【特許文献９】米国特許出願第１０／７５０，３８７号
【発明の開示】
【０００７】
　本発明の一実施形態によれば、ａ）第１のベース層及び印刷可能層を含む第１の熱転写
材料の印刷可能層を画像化して、画像化印刷可能層を作成する段階、ｂ）画像化印刷可能
層を第１のベース層から分離する段階、ｃ）第２のベース層及びオーバーレイ転写フィル
ムを含む第２の熱転写材料と画像化印刷可能層とを基体に隣接して位置決めする段階、及
びｄ）画像化印刷可能層及びオーバーレイ転写フィルムを基体に転写する段階を含む、画
像を基体に付加する方法が開示される。転写する段階は、熱及び圧力を第２の熱転写材料
に印加することによって実行することができる。熱及び圧力の印加は、例えば、手でアイ
ロンを掛けることによるか、又は加熱プレスを用いることによって実行することができる
。
【０００８】
　本発明の別の実施形態によれば、ａ）第１のベース層及び印刷可能層を含む第１の熱転
写材料の印刷可能層を画像化して、画像化印刷可能層を作成する段階、ｂ）第２のベース
層及びオーバーレイ転写フィルムを含む第２の熱転写材料を画像化印刷可能層の上に重ね
る段階、ｃ）画像化印刷可能層を第１の熱転写材料に転写する段階、及びｄ）画像化印刷
可能層及びオーバーレイ転写フィルムを基体に転写する段階を含む、画像を基体に付加す
る方法が開示される。
　本発明の更に別の実施形態によれば、ａ）画像化フィルムとオーバーレイ転写フィルム
を含む熱転写材料とを基体に隣接して位置決めする段階、及びｂ）画像化フィルム及びオ
ーバーレイ転写フィルムを基体に転写する段階を含む、画像を基体に付加する方法が開示
される。
【０００９】
　本発明の一実施形態によれば、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを含む第１の熱転
写材料と、オーバーレイ転写フィルムを含む第２の異なる熱転写材料とを含む熱転写材料
キットが開示される。第１及び第２の熱転写材料は、使用者にそれらを区別させるために
ラベル付けすることができる。キットは、同数の第１及び第２の熱転写材料を含むことが
でき、又は第１の熱転写材料を第２の熱転写材料よりも多く含むこともできる。キットは
、更に、少なくとも１つの耐粘着性オーバーレイ材料を含むことができる。耐粘着性オー
バーレイ材料は、シリコン被覆オーバーレイ材料とすることができる。オーバーレイ転写
フィルムは、約６５℃～約１８０℃の範囲で溶融するポリマーを含むことができる。更に
、オーバーレイ転写フィルムは、フィルム形成結合剤を含むことができる。更に、画像受
容転写フィルムは、粉末熱可塑性ポリマーを含むことができる。
【００１０】
　１つの態様では、第１の熱転写材料は、更に、ベース層と、ベース層の上に重なり、か
つ印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの下に重なる剥離層とを含むことができる。剥離
層は、例えば、転写温度約１７７℃で本質的に粘着性がないポリマー、及び架橋ポリマー
などを含むことができる。望ましくは、剥離層は、アクリルポリマー及びポリ（ビニルア
セテート）などから成る群から選択されたポリマーを含むことができる。
【００１１】
　望ましくは、剥離層及び印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、第１の熱転写材料に
冷間剥離特性を与えるようになっている。このような冷間剥離特性は、剥離層に有効量の
剥離強化添加剤を用いることにより付与することができる。剥離強化添加剤は、例えば、
脂肪酸の二価金属イオン塩、ポリエチレングリコール、シリコーン界面活性剤、及びその
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混合物などを含むことができる。より詳細には、剥離強化添加剤には、例えば、ステアリ
ン酸カルシウム、分子量が約２，０００～約１００，０００のポリエチレングリコール、
シロキサンポリエーテル界面活性剤、及びその混合物などを含むことができる。
　別の態様では、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、更に、フィルム形成結合剤と
粉末熱可塑性ポリマーとを含む印刷可能なインク適合層を含むことができる。フィルム形
成結合剤及び粉末熱可塑性ポリマーの各々は、約６５℃～約１８０℃の範囲で溶融するこ
とが望ましい。
【００１２】
　更に別の態様では、第２の熱転写材料は、更に、ベース層と、ベース層の上に重なり、
かつオーバーレイ転写フィルムの下に重なる剥離層とを含むことができる。剥離層は、例
えば、転写温度約１７７℃で本質的に粘着性がないポリマー及び架橋ポリマーなどを含む
ことができる。望ましくは、剥離層は、アクリルポリマー及びポリ（ビニルアセテート）
などから成る群から選択されたポリマーを含むことができる。
　望ましくは、剥離層及びオーバーレイ転写フィルムは、第２の熱転写材料に冷間剥離特
性を与えるようになっている。このような冷間剥離特性は、第１の熱転写材料に対して上
述したように、剥離層に有効量の剥離強化添加剤を用いることにより付与することができ
る。
【００１３】
　更に別の態様では、ａ）１枚の第１の熱転写材料の印刷可能かつ剥離可能な転写フィル
ムを画像化して、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを作成する段階、ｂ
）画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを第１の熱転写材料の残りの部分か
ら分離する段階、ｃ）１枚の第２の熱転写材料及び画像化された印刷可能かつ剥離可能な
転写フィルムを基体に隣接して位置決めする段階、及びｄ）画像化された印刷可能かつ剥
離可能な転写フィルム及びオーバーレイ転写フィルムを基体に転写する段階を含む、キッ
トを使用する方法が開示される。
【００１４】
　別の態様では、ａ）１つの第１の熱転写材料の印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを
画像化して、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを作成する段階、ｂ）画
像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの上に第２の熱転写材料の１つを重ねる
段階、ｃ）画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを第１の熱転写材料に転写
する段階、及びｄ）画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム及びオーバーレイ
転写フィルムを基体に転写する段階を含む、キットを使用する方法が開示される。
　本発明の他の特徴及び態様を以下でより詳細に説明する。
　当業者に向けられた最良の態様を含む本発明の完全かつ実施可能な開示内容は、添付図
面を参照する本明細書の残りでより詳細に示されている。
　本明細書及び図面に参照符号を繰返して用いるが、これは、本発明の同じか又は類似の
特徴又は要素を表すものとする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　ここで、１つ又はそれよりも多くの実施例が本明細書に挙げられている本発明の実施形
態を以下で詳細に参照する。各実施例は、本発明を説明するために挙げたものであり、本
発明を制限するものではない。例えば、一実施形態の一部として図示されるか又は説明さ
れる特徴を別の実施形態と共に用いて更に別の実施形態を生成することができる。本発明
は、特許請求の範囲及びその均等物に含まれるこのような修正及び変形を含むものとする
。
【００１６】
　定義
　本明細書で用いる場合、「印刷可能」という用語は、例示的に、直接及びオフセットグ
ラビア印刷プリンタ、シルクスクリーン印刷、タイプライタ、レーザプリンタ、ドットマ
トリックスプリンタ、及びインクジェットプリンタのようなあらゆる手段により材料上に
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画像を配置することを可能にすることを含むように意味する。更に、画像組成物は、印刷
工程で一般的に用いられるインク又は他の組成物のいずれかとすることができる。
【００１７】
　「インクジェット印刷可能」という用語は、インクジェットプリンタにより、材料、例
えば、紙上に画像を形成することができることを意味する。インクジェットプリンタでは
、インクが小さなノズル（又は一連のノズル）を通して押し込まれて液滴を形成する。液
滴は、電気的に荷電し、反対に荷電した紙の背部のプラテンに引き付けることができる。
電気的に制御した偏向板により、液滴の軌道は、紙上の望ましい地点に当たるように制御
することができる。用いられなかった液滴は、紙から偏向されてリザーバに入り再利用さ
れる。別の方法では、液滴は、プリントヘッドが紙を走査する時に、加熱により小さなイ
ンクリザーバからオンデマンドで排出されて気泡を形成する。
　「分子量」という用語は、文脈から別の意味が明らかであるか又はこの用語がポリマー
のことを意味しない限り、重量平均分子量を意味する。分子量の単位は、時に「ダルトン
」と呼ばれる原子質量単位であるということが長い間理解され、かつ受け入れられてきた
。その結果、現在の文献では単位が付与されることは稀である。従って、この慣習により
本明細書では分子量に単位を表さない。
【００１８】
　本明細書で用いる場合、「セルロース不織ウェブ」という用語は、重量で少なくとも約
５０パーセントのセルロース繊維を含有するあらゆるウェブ又はシート状材料を意味する
。セルロース繊維に加え、このウェブは、他の天然繊維、合成繊維、又はその混合物を含
むことができる。セルロースの不織ウェブは、比較的短い繊維を空気堆積又は湿式堆積し
てウェブ又はシートを形成することにより調製することができる。従って、この用語には
、製紙用完成紙料から調製された不織ウェブが含まれる。このような完成紙料は、セルロ
ース繊維のみを含むことができ、又はセルロース繊維と他の天然繊維及び／又は合成繊維
の混合物を含むことができる。また、完成紙料は、製紙技術で公知のように、充填剤、例
えばクレイ及び二酸化チタン、界面活性剤、消泡剤などのような添加剤、及び他の材料を
含むことができる。
【００１９】
　本明細書で用いられる時の「硬質アクリルポリマー」という用語は、一般的に、ガラス
転移温度（Ｔｇ）が少なくとも約０℃のあらゆるアクリルポリマーを意味するものとする
。例えば、Ｔｇは、少なくとも約２５℃とすることができる。別の例では、Ｔｇは、約２
５℃～約１００℃の範囲とすることができる。硬質アクリルポリマーは、一般的に、アク
リレート又はメタクリレートエステルの混合物又はその両方を付加重合することによって
形成されたポリマーであることになる。これらのモノマーのエステル部分は、例えば、メ
チル、エチル、及びブチル基のようなＣ1－Ｃ6アルキル基とすることができる。メチルエ
ステルは、一般的に「硬質」特性を付与し、他のエステルは、一般的に「軟質」特性を付
与する。「硬質」及び「軟質」という用語は、それぞれ、室温の硬さ及び低温の可撓性を
意味するために定性的に用いられる。軟質ラテックスポリマーのガラス転移温度は、一般
的に約０℃未満である。これらのポリマーは、容易に流れすぎて、転写するのに熱及び圧
力が用いられると布に結合する傾向がある。すなわち、ガラス転移温度は、ポリマーの硬
さとかなり良好に相関する。
【００２０】
　本明細書で用いる場合、「冷間剥離特性」という用語は、画像が布又は別の熱転写紙の
ような基体に転写された状態で、熱転写材料が周囲温度まで冷却された後に裏当て又は担
体シートを基体から容易にきれいに取り除くことができることを意味する。すなわち、冷
却後には、裏当て又は担体シートは、除去に抵抗が伴うことなく、担体シート上に画像の
一部分を残すことなく、転写画像コーティングを不完全にすることもなく、画像が転写さ
れた基体から剥離することができる。
【００２１】
　詳細な説明
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　本発明は、第１及び第２の適合した熱転写材料に関する。第１の熱転写材料には、印刷
可能かつ剥離可能な転写フィルムが含まれる。第２の熱転写材料には、冷間剥離特性を有
するオーバーレイ転写フィルムが含まれる。
　印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料
　図１には、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料１０の部分断面が示されている。印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料１０には、裏当て層外面１４を有する裏当て層又はベース層
１１と、裏当て層の上に重なる剥離層１２と、剥離層の上に重なり、転写フィルム外面１
６を有する印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３とが含まれる。転写される画像（図
示せず）を印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム外面１６に付加する。任意的に、印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料は、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムが時期尚早に層間
剥離しないように剥離層と印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムとの間の接着性を改善す
るためのタイコート層（図示せず）を更に含むことができる。印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルムを含む熱転写材料の例は、本明細書においてその全内容が引用により組み込ま
れている、２００１年１０月３１日にＫｒｏｎｚｅｒにより出願された米国特許出願第１
０／００３，６９７号に開示されている。
【００２２】
　印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の裏当て層又はベース層は、可撓性があり、第１及
び第２の表面を有する。裏当て層は、一般的に、フィルム又はセルロース不織ウェブであ
ることになる。可撓性に加え、裏当て層は、それを製造するのに伴う取扱い、コーティン
グ、シーチング、他の作業に対して及び印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを転写した
後に除去するのに十分な強度を有するべきである。ベース層の坪量は、一般的に、約３０
～約１５０ｇ／ｍ2で種々にすることができる。例示的に、裏当て層又はベース層は、熱
転写紙を製造するのによく用いられるような紙とすることができる。一部の実施形態では
、裏当て層は、例えば、本明細書においてその全内容が引用により組み込まれている米国
特許第５，７９８，１７９号に説明されているようなラテックス含浸紙であることになる
。裏当て層は、当業者に公知の方法により容易に調製される。
【００２３】
　剥離層又はコーティングは、裏当て層の第１の表面の上に重なる。剥離コーティングは
、剥離可能貼紙、マスキングテープなどを製造する技術分野で公知の様々な材料で製造す
ることができる。例えば、シリコーンポリマーは、非常に有用であり公知である。更に、
アクリル、ポリビニルアセテート、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、ポリウレタン
、ポリ塩化ビニルのような多くの種類のラチス、並びにエチレンビニルアセテートコポリ
マー、アクリルコポリマー、塩化ビニルアクリル、ビニルアセテートアクリルなどのよう
な多くのコポリマーラチスを用いることができる。いくつかの場合では、米国特許第５，
７９８，１７９号に説明されているように、石鹸、洗剤、シリコーンなどのような剥離コ
ーティングに剥離剤を加えることが役に立つであろう。このような剥離剤の量は、次に、
望ましく剥離されるように調節することができる。
【００２４】
　必要に応じて、剥離コーティング層は、加工助剤、剥離剤、顔料、艶消し剤、消泡剤、
流動制御剤などのような他の添加剤を含むことができる。剥離コーティングの厚さは決定
的に重要ではない。正常に機能させるためには、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムと
剥離コーティングの間の結合は、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを裏当てから除去
するのに約０．０１～０．３ポンド／インチの力が必要であるようなものである。力が大
きすぎる場合、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、除去された時に破れることもあ
り、延伸して変形することもある。小さすぎる場合、印刷可能かつ剥離可能な転写フィル
ムは、材料をシートに加工する時に又はプリンタ内で外れることがある。
【００２５】
　剥離コーティング層の層厚は、以下に限定されるものではないが、被覆される裏当て層
、及びそれに一時的に結合される印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを含むいくつかの
因子に依存してかなり変動する。一般的に、剥離コーティング層の厚さは、約２ミル（５
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２ミクロン）未満である。より望ましくは、剥離コーティング層の厚さは、約０．１ミル
～約１．０ミルである。より望ましくは、剥離コーティング層の厚さは、約０．２ミル～
約０．８ミルである。
　また、剥離コーティング層の厚さは、坪量によって説明することができる。望ましくは
、剥離コーティング層の坪量は、約４５ｇ／ｍ2未満である。より望ましくは、剥離コー
ティング層の坪量は、約２５ｇ／ｍ2～約２ｇ／ｍ2である。より望ましくは、剥離コーテ
ィング層の坪量は、約１５ｇ／ｍ2～約４ｇ／ｍ2である。
【００２６】
　上述のように、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料には、剥離層の上に重なる印刷可能
かつ剥離可能な転写フィルムが更に含まれる。印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムには
、望ましくは熱及び圧力を印加した後に布に永久的に結合する剥離層の上に重なる接着剤
層が含まれる。印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、任意的に、望ましくは転写工程
の間に布に浸み込まずにその表面に留まる接着剤層の上に重なる別の流れ抵抗性（加熱時
）層を含むことができる。更に、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、任意的に、印
刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の外側に別の画像受容コーティングを含むことができる
。
【００２７】
　印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムには、基体に永久的に転写されることになる画像
を印刷することができる。印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像が、基体の表面
から離れた方を向いて基体に転写することができるように、剥離層から剥離可能である。
転写方法が独立フィルムを使用する方法、すなわち、裏当てに取り付けられている時に印
刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを印刷し、その後、転写される前に除去する方法であ
る場合には、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの厚さを十分にして、印刷後に手で扱
うことができ、延伸又は破ることなく裏当てから剥離することができるようにすべきであ
る。しかし、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムが厚すぎるか又は硬すぎる場合には、
転写後に布に過剰な硬さが付与されることになる。印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム
の厚さが約０．８～約３ミルであればこれらの要件を満たすが、フィルムの厚さは、約１
．２～約２．５ミルであることが望ましい。有用とすることができる印刷可能かつ剥離可
能な転写フィルムの範囲は、転写方法が、第１の熱転写材料の表面に印刷し、その後、画
像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムをオーバーレイ転写材料に転写し、次に
、組み合わせたフィルムを基体に転写する方法であれば、かなり広がることになる。この
方法では、固定されていないフィルムを手で扱うことは必要でない。実際、この印刷可能
かつ剥離可能な転写フィルムの厚さは、約０．１ミル程の薄さにすることができると予想
されている。
【００２８】
　印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像、染料、又は顔料が下に重なる層に浸み
込むことを実質的に防ぐことが望ましい。布に転写されると、印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルムは、印刷された画像が布に浸み込むことを実質的に防ぐことが望ましい。印刷
可能かつ剥離可能な転写フィルムは、転写後に、布上で非常に耐久性及び耐洗浄性がある
画像担持表面になることが望ましい。更に、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの組成
物は、インクジェット、レーザジェット、熱転写、静電トナー転写、及び他を含む画像を
印刷するための様々な印刷法に合わせて特注することができる。
【００２９】
　暗い色の布に装飾するためには、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、不透明化剤
を更に含むことができる。暗い色の布を装飾するために熱転写材料の不透明化層を用いる
ことは、２００１年１０月３１日出願の米国特許出願第１０／００３，６９７号に説明さ
れている。不透明化剤は、剥離可能かつ印刷可能な転写フィルムが比較的不透明になるよ
うに光をその界面で散乱させる粒子状材料である。望ましくは、不透明化剤は白色であり
、粒径及び密度が光散乱に十分に適しているものである。このような不透明化剤は、グラ
フィックアートの技術者には公知であり、これには、酸化アルミニウム及び二酸化チタン
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のような金属又はポリスチレンのようなポリマーの粒子が含まれる。各場合において必要
な不透明化剤の量は、望む不透明度、不透明化剤の効率、及び印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルムの厚さによって決まることになる。例えば、１ミル厚のフィルム内にほぼ２０
パーセントのレベルの二酸化チタンがあれば、黒い布材料を装飾するのに適切な不透明性
が生じる。二酸化チタンは、非常に効率的な不透明化剤であり、他の種類では、同じ結果
を得るのに投入量を多くすることが一般的に必要である。
【００３０】
　上述のように、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムには、接着剤層が含まれる。接着
剤層は、例えば、２００１年１０月３１日出願の米国特許出願第１０／００３，６９７号
に説明されている剥離可能な非架橋フィルム層とすることができる。接着剤層により、熱
及び圧力が印加された後に布に永久的な結合がもたらされる。接着剤層は、溶融して、装
飾する基体の表面に適合することができるあらゆる材料を含むことができる。多くの種類
のポリマーフィルムにより、望ましい結合を得ることができる。例示的な材料には、ポリ
オレフィン、及びオレフィンと、ビニルアセテート、アクリル酸、メタクリル酸、アクリ
ルエステル、スチレン、及びその他のような他のモノマーとのコポリマーが含まれる。フ
ィルムを形成する他の種類の有用なポリマーには、ポリアミド、ポリエステル、及びポリ
ウレタンが含まれる。また、接着剤層の溶融温度及び／又は軟化温度は、約２０５℃未満
であることも望ましい。「溶融する」という用語及びその変形は、本明細書では定性的な
意味でのみ用いられ、何ら特定の試験手順をいうものではない。本明細書で溶融温度又は
範囲を参照する場合には、本明細書に説明する溶融転写工程の条件下でポリマーが溶融し
て流れ、実質的に滑らかなフィルムになる大体の温度又は範囲を示すことだけを意味する
。そうする際に、このような材料は、画像が転写される布の繊維マトリックスに少なくと
も部分的に流入することができる。十分に溶融して結合させるために、印刷可能かつ剥離
可能な転写フィルムのメルトフローインデックスは、「ＡＳＴＭ」の「Ｄ１２３８－８２
」を用いて判断すると、望ましくは、約８００未満である。より望ましくは、接着剤層の
メルトフローインデックスは、約０．５～約８００、軟化温度は、約６５℃～約１５０℃
である。より望ましくは、接着剤層のメルトフローインデックスは、約２～約６００、軟
化温度は、約９０℃～約１２０℃である。接着剤層は、上述のように不透明化剤を含むこ
とができる。
　上述のように、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、流れ抵抗層を含むことができ
る。流れ抵抗層は、熱で軟化する場合があるが、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムが
布に転写される時に、感知することができるほど布に流入しない。流れ抵抗層の厚さは、
ほぼ０．４～約２ミルであることが望ましい。
【００３１】
　一実施形態では、流れ抵抗層には、架橋ポリマーが含まれる。剥離可能な熱転写フィル
ムに架橋層を用いることは、２００１年１０月３１に出願された米国特許出願第１０／０
０３，６９７号に詳細に説明されている。架橋ポリマーは、架橋可能ポリマーの結合剤及
び架橋剤で形成することができる。架橋剤は、架橋可能ポリマーの結合剤と反応して三次
元のポリマー構造を形成する。一般的に、反応して三次元のポリマー構造を形成するあら
ゆる対のポリマー結合剤及び架橋剤を用いることができるように考えられている。用いる
ことができる架橋可能ポリマーの結合剤は、架橋して三次元のポリマー構造になることが
できるあらゆるものとすることができる。望ましい架橋結合剤には、反応性カルボキシル
基を含有するものが含まれる。カルボキシル基を含む例示的な架橋結合剤には、アクリル
、ポリウレタン、エチレンアクリル酸コポリマーなどが含まれる。他の望ましい架橋結合
剤には、反応性ヒドロキシル基を含有するものが含まれる。カルボキシル基を有する結合
剤を架橋するのに用いることができる架橋剤には、多官能性アジリジン、エポキシ樹脂、
カルボジイミド、オキサゾリン官能性ポリマーなどが含まれる。ヒドロキシル基を有する
結合剤を架橋するのに用いることができる架橋剤には、メラミン－ホルムアルデヒド、尿
素ホルムアルデヒド、アミンエピクロルヒドリン、多官能性イソシアネートなどが含まれ
る。
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【００３２】
　別の実施形態では、流れ抵抗層には、ポリマー及び粒子状材料を含むことができる。粒
子状材料は、ポリマー及び粒子状材料が布に流入せずに布の表面上にフィルムを形成する
ように、転写温度でポリマーの粘性を上げる量で存在することが望ましい。粒子状材料は
、重量で約２０パーセント～約７０パーセントで流れ抵抗層に存在することが望ましい。
粒子状物質には、例えば、セルロース粒子、シリカ粒子、クレイ粒子などを含むことがで
きる。一実施形態では、シリカ粒子は、重量で約３３パーセント～約６６パーセント、よ
り望ましくは、重量で約４０パーセント～約６０パーセント、更に望ましくは、重量で約
４５パーセント～約５５パーセントで流れ抵抗層に存在する。
　流れ抵抗層には、界面活性剤、分散剤、及び粘性調整剤のような加工助剤を含めること
ができる。更に、流れ抵抗層は、上述の不透明化剤を含有することができる。流れ抵抗層
が不透明化剤を含有する場合には、転写中に流れ抵抗層が布の表面に浸み込まないために
、少量の不透明化剤しか必要とされないであろう。
【００３３】
　上述のように、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像受容コーティングを更に
含むことができる。画像受容コーティングは、特定の印刷方法を用いて印刷可能かつ剥離
可能な転写フィルム上に画像を生成することになる場合に用いられることが多い。このよ
うな画像受容コーティングは、２００１年１０月３１日出願の米国特許出願第１０／００
３，６９７号に説明されている。印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムをインクジェット
印刷可能にするために、画像受容コーティングは、本明細書においてその全内容が引用に
より組み込まれている、米国特許第５，７９８，１７９号、第５，５０１，９０２号、及
び第６，０３３，７３９号に説明されているものに非常に類似するであろう。これらのコ
ーティングには、熱可塑性粒子、結合剤、及びカチオン樹脂、並びにインク粘性調整剤が
含まれ、これらは、布に転写するための従来のインクジェット印刷用途に有用である。こ
のようなコーティングには、流れ抵抗層に関して上述したように、転写が行われた時に表
面上に保持されることになるように架橋剤を加えることができる。他の画像化法に用いる
場合には、要件が僅かに異なっている。静電印刷では、インク吸収性のための粉末ポリマ
ー、カチオンポリマー、又はインク粘性調整剤が必要でないために、アクリル又はポリウ
レタン結合剤及び架橋剤で十分であろう。代替的に、架橋コーティングに滑剤及び帯電防
止剤を加えて、プリンタにシートが確実に給紙されるようにすることができる。米国特許
第５，３４２，７３９号に説明されているような感熱式印刷又はクレヨンマーク付けコー
ティングでは、これらのコーティングは、架橋剤を加えることにより改質することができ
る。
【００３４】
　フィルム形成結合剤に基づく層は、ロール、ブレード、「Ｍｅｙｅｒ」ロッド、及びエ
アナイフコーティング手順のような公知のコーティング技術により所定の層上に形成する
ことができる。次に、得られる熱転写材料は、例えば、蒸気加熱ドラム、圧搾空気、放射
加熱、又はその何らかの組合せにより乾燥させることができる。溶融押出し層は、スクリ
ューを通してスロットダイ内に溶融ポリマーを押出す押出塗工機で付加することができる
。フィルムは、スロットダイを出て、重力により熱転写材料上に流れる。得られる被覆し
た材料は、ニップを通過して押出フィルムを冷却し、これを下に重なる層に結合させる。
粘性の小さいポリマーでは、溶融ポリマーは、独立フィルムを形成しない場合がある。こ
のような場合には、被覆される材料は、スロットダイに接触させるように誘導することが
でき、又はロールを用いて浴から溶融ポリマーを熱転写材料に転写させることができる。
【００３５】
　最後に、タイコート層は剥離層の上に重なり、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの
下に重なり、これによって剥離層と印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムとの間に位置す
ることができる。一般的に、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムがフィルム形成結合剤
で形成される場合には、タイコート層は必要ではない。しかし、印刷可能かつ剥離可能な
転写フィルムが溶融押出フィルムである場合には、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム
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は、剥離層に良好に接着しないであろう。接着が不良であれば、結果的に印刷可能かつ剥
離可能な転写フィルムが剥離層から時期尚早に層間剥離する場合がある。このような場合
の層間剥離を防ぐために、タイコート層が望ましい。一般的に、タイコート層は、約６５
℃～約１８０℃の範囲で溶融するフィルム形成結合剤を含むことができる。更に、タイコ
ート層は、粉末熱可塑性ポリマーを含むこともできる。
　必要に応じて、上述のフィルム層は、いずれも加工助剤、剥離剤、顔料、艶消し剤、消
泡剤などのような他の材料を含むことができる。これら及び同様の材料を用いることは、
当業者には公知である。
【００３６】
　オーバーレイ熱転写材料
　図２には、オーバーレイ熱転写材料２０の部分断面図が示されている。オーバーレイ熱
転写材料２０には、裏当て層外面２４を有する裏当て層又はベース層２１と、裏当て層の
上に重なる剥離層２２と、剥離層の上に重なり、オーバーレイ転写フィルム外面２６を有
するオーバーレイ転写フィルム２３とが含まれる。任意的に、オーバーレイ熱転写材料２
０には、裏当て層２１と剥離層２２の間に共形層（図示せず）を更に含み、印刷可能かつ
剥離可能な熱転写材料１０のオーバーレイ転写フィルム２３と印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルム１３との間の接触を容易にすることができる。この種類の共形層を用いること
は、本明細書においてその全内容が引用により組み込まれている２０００年７月１２日出
願の米国特許出願第０９／６１４，８２９号に説明されている。更に別の任意選択肢とし
て、オーバーレイ熱転写材料２０は、画像受容層（図示せず）を更に含むことができる。
【００３７】
　望ましくは、オーバーレイ熱転写材料は、冷間剥離特性を有する。冷間剥離特性を有す
る熱転写材料は、本明細書においてその全内容が引用により組み込まれている、例えば、
米国特許第６，２００，６６８号、米国特許第５，７９８，１７９号、及び第６，４２８
，８７８号に開示されている。冷間剥離特性を有する他の熱転写材料は、本明細書におい
てその全内容が引用により組み込まれている、例えば、同時出願の米国特許出願第１０／
７５０，３８７号、速達番号ＥＬ９５５７０１７９８ＵＳ、整理番号１９６０８に開示さ
れている。
【００３８】
　オーバーレイ熱転写材料の裏当て層又はベース層は、実質的に、印刷可能かつ剥離可能
な熱転写材料の裏当て層に関して上述したようなものとすることができる。オーバーレイ
熱転写材料の裏当て層は、可撓性があり、第１及び第２の表面を有する。可撓性のある裏
当て層は、一般的に、フィルム又はセルロース不織ウェブであることになる。可撓性に加
え、裏当て層は、それを製造するのに伴う取扱い、コーティング、シーチング、他の作業
に対して及び転写後に除去するのに十分な強度を有するべきである。例示的に、裏当て層
は、熱転写紙を製造するのによく用いられるような紙とすることができる。裏当て層は、
当業者に公知の方法により容易に調製される。
【００３９】
　オーバーレイ転写材料の剥離層は、実質的に、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の剥
離層に関して上述したようなものとすることができる。オーバーレイ転写材料の剥離層は
、裏当て層の第１の表面の上に重なる。剥離層の坪量は、一般的に、約２～約３０ｇ／ｍ
2で種々とすることができる。一実施形態では、剥離層は、転写温度（例えば、１７７℃
）で本質的に粘着性がない。本明細書で用いる場合、「転写温度で本質的に粘着性がない
」という語句は、剥離層が、転写画像の品質に悪影響を及ぼす範囲では、上に重なる転写
フィルムに粘着しないことを意味する。例示的に、剥離層には、硬質アクリルポリマー又
はポリ（ビニルアセテート）を含むことができる。別の例として、剥離層には、Ｔｇが少
なくとも約２５℃の熱可塑性ポリマーを含むことができる。別の例として、Ｔｇは、約２
５℃～約１００℃の範囲とすることができる。適切なポリマーには、例えば、適切なガラ
ス転移温度のポリアクリレート、スチレンブタジエンコポリマー、エチレンビニルアセテ
ートコポリマー、ニトリルゴム、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（ビニルアセテート）、エチ
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レンアクリレートコポリマーなどが含まれる。
【００４０】
　別の実施形態では、剥離層には、架橋ポリマーを含むことができる。架橋ポリマーは、
架橋可能なポリマー結合剤及び架橋剤で形成することができる。架橋剤は、架橋可能なポ
リマー結合剤と反応して三次元ポリマー構造を形成する。一般的に、流れ抵抗層に対して
上述したポリマー結合剤及び架橋剤のいずれの対も、オーバーレイ熱転写材料の剥離層に
用いることができるように考えられている。
　また、剥離層には、有効量の剥離強化添加剤を含むこともできる。例えば、剥離強化添
加剤には、脂肪酸の二価の金属イオン塩、ポリエチレングリコール、ポリシロキサン界面
活性剤、又はその混合物を含むことができる。より詳細には、剥離強化添加剤には、ステ
アリン酸カルシウム、分子量が約２，０００～約１００，０００のポリエチレングリコー
ル、シロキサンポリマーポリエーテル、又はその混合物を含むことができる。
【００４１】
　上述のように、オーバーレイ転写フィルムは、剥離層の上に重ねられる。オーバーレイ
転写フィルムの坪量は、一般的に、約２～約７０ｇ／ｍ2までで様々にすることができる
。オーバーレイ転写フィルムは、約６５℃～約１８０℃の範囲で溶融する熱可塑性ポリマ
ーを含むことが望ましい。オーバーレイ転写フィルムは、次にコーティングが印刷可能か
つ剥離可能な熱転写材料の印刷表面に転写される時に、画像保護又はオーバーレイコーテ
ィングとして機能する。一実施形態では、オーバーレイ転写フィルムは、剥離層を覆って
フィルム形成結合剤のコーティングを付加することにより形成することができる。結合剤
には、粉末熱可塑性ポリマーを含むことができ、この場合、オーバーレイ転写フィルムは
、重量で約１０パーセントよりも多いフィルム形成結合剤及び重量で約９０パーセント未
満の粉末熱可塑性ポリマーを含むことになる。一般的に、フィルム形成結合剤及び粉末熱
可塑性ポリマーの各々は、約６５℃～約１８０℃の範囲で溶融することになる。例えば、
フィルム形成結合剤及び粉末熱可塑性ポリマーの各々は、約８０℃～約１２０℃の範囲で
溶融することになる。更に、粉末熱可塑性ポリマーは、直径約２～約５０マイクロメート
ルの粒子から成ることができる。
【００４２】
　一般的に、本明細書に指定する判断基準を満たすあらゆるフィルム形成結合剤を用いる
ことができる。実際問題として、水分散可能エチレンアクリル酸コポリマーは、特に有効
なフィルム形成結合剤であることが見出されている。
　同様に、粉末熱可塑性ポリマーは、本明細書に示す判断基準を満たすあらゆる熱可塑性
ポリマーとすることができる。例えば、粉末熱可塑性ポリマーは、ポリアミド、ポリエス
テル、エチレンビニルアセテートコポリマー、又はポリオレフィンとすることができる。
【００４３】
　フィルム形成結合剤又は粉末熱可塑性ポリマーの溶融挙動に関して製造業者が公開した
データは、本明細書に説明した溶融要件に相関している。しかし、材料の性質によって真
の融点又は軟化点が与えられる可能性があることに注意すべきである。例えば、主に線状
ポリマー分子から成るこのようなポリオレフィン及びワックスのような材料は、融点未満
では多少結晶質であるために、一般的に、比較的狭い温度範囲にわたって溶融する。融点
は、製造業者によって与えられない場合には、示差走査熱量測定法のような公知の方法に
より容易に判断される。多くのポリマー、特にコポリマーは、ポリマー鎖が分枝している
か又は側鎖成分があるために非晶質である。これらの材料は、温度が上昇すると、更にゆ
っくりと軟化して流れ始める。例えば、「ＡＳＴＭ試験方法Ｅ－２８」により判断したこ
のような材料の環球式軟化点は、本発明におけるその挙動を予想するのに有用であると考
えられている。更に、説明した融点又は軟化点は、ポリマーの化学的性質よりも本発明に
おける性能の優れた指標である。
【００４４】
　フィルム形成結合剤に基づく層は、ロール、ブレード、「Ｍｅｙｅｒ」ロッド、及びエ
アナイフコーティング手順のような公知のコーティング技術により所定の層上に形成する
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ことができる。次に、得られる熱転写材料は、例えば、蒸気加熱ドラム、圧搾空気、放射
加熱、又はその何らかの組合せにより乾燥させることができる。
　代替的に、オーバーレイ転写フィルムは、溶融押出フィルムとすることができる。オー
バーレイ転写フィルムを形成する溶融押出フィルムの基準は、一般的に、フィルム形成結
合剤に対して上述したものと同じである。溶融押出オーバーレイ転写フィルムを構成する
ポリマーは、一般的に、約８０℃～約１３０℃の範囲で溶融することになる。このポリマ
ーのメルトインデックスは、「ＡＳＴＭ試験方法Ｄ－１２３８－８２」により判断すると
、少なくとも約２５ｇ／１０分である必要がある。ポリマーの化学的性質は重大でないこ
とが公知である。これらの基準を満たす市販のポリマーの種類には、単に例示的に、エチ
レン及びアクリル酸のコポリマー、メタクリル酸、ビニルアセテート、エチルアセテート
、又はブチルアクリレートが含まれる。用いることができる他のポリマーには、ポリエス
テル、ポリアミド、及びポリウレタンが含まれる。望ましいか又は必要に応じて、ワック
ス、可塑剤、流動調整剤、酸化防止剤、帯電防止剤、粘着防止剤、剥離剤、及び他の添加
剤を含めることができる。
【００４５】
　溶融押出し層は、スクリューを通してスロットダイ内に溶融ポリマーを押出す押出塗工
機で付加することができる。フィルムは、スロットダイを出て、重力により熱転写材料上
に流れる。得られる被覆した材料は、ニップを通過して押出フィルムを冷却し、これを下
に重なる層に結合させる。粘性の小さいポリマーでは、溶融ポリマーは、独立フィルムを
形成しない場合がある。このような場合には、熱転写材料は、それをスロットダイに接触
させるように誘導するか、又はロールを用いて浴から溶融ポリマーを熱転写材料に転写さ
せることによって被覆することができる。
【００４６】
　インク適合層は、オーバーレイ熱転写材料に有用とすることができる。インク適合層は
、画像がインクジェットプリンタにより印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料上に配置され
る場合、すなわち、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料がインクジェット印刷可能である
場合に特に有用とすることができる。印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の印刷表面が、
後にインク適合層の表面に合わせられる場合には、インク適合層は、転写画像を洗濯して
乾燥した時の印刷画像の滲み及び画像の色泣き又は喪失を防止するか又は最小にするのを
助けることができる。インク適合層は、対応する印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の印
刷可能かつ剥離可能な転写フィルムに結合可能なままである限り、実質的に、印刷可能か
つ剥離可能な熱転写材料上の画像受容コーティングに対して上述したようなものとするこ
とができる。
【００４７】
　タイコート層は、剥離層の上に重なると共にオーバーレイ転写フィルムの下に重なり、
それによって剥離層とオーバーレイ転写フィルムの間に位置することができる。タイコー
ト層は、用いる場合には、実質的に、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料のタイコート層
に関して上述したようなものとすることができる。
　オーバーレイ転写材料には、ベース層の上に重なると共に剥離層の下に重なり、これに
よってベース層と剥離層の間に位置する共形層を更に含むことができる。一般的に、共形
層には、オーバーレイ転写フィルムに対して上述したような約６５℃～約１８０℃の範囲
で溶融する押出し被覆したポリマーを含むことができる。例示的に、共形層は、エチレン
ビニルアセテートの押出しコーティングとすることができる。代替的に、共形層には、オ
ーバーレイ転写フィルムに対して上述したようなフィルム形成結合剤及び／又は粉末熱可
塑性ポリマーを含むことができる。共形層の坪量は、一般的に、約５～約６０ｇ／ｍ2ま
でで変えることができる。
　必要に応じて、上述のオーバーレイ熱転写材料のフィルム層は、いずれも加工助剤、剥
離剤、顔料、艶消し剤、消泡剤などのような他の材料を含むことができる。これら及び同
様の材料を用いることは、当業者には公知である。
【００４８】
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　適合熱転写紙を用いる方法
　印刷画像を布又は他の基体材料に付加するいくつかの異なる方法に本発明の適合熱転写
紙を用いることができることが予想される。図３ａ～図３ｆを参照すると、図１の印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料１０及び図２のオーバーレイ熱転写材料２０を用いて画像を
基体に転写する方法の実施形態が示されている。図３ａを参照すると、標準画像化装置（
図示せず）を用いて、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料１０の外面１６が画像化される
。本発明に適合する画像化装置には、単なる例として、インクジェットプリンタ、レーザ
プリンタ、鉛筆、ペン、マーカ、クレヨンなどが含まれる。図３ｂを参照すると、印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料１０を画像化した後に、画像化された剥離可能な熱転写材料
は、それぞれの転写フィルム１３及び２３が相対するように、オーバーレイ熱転写材料２
０に隣接して配置される。２つの転写材料１０及び２０の片側又は両側の裏当て層外面１
４及び２４に熱及び圧力を印加すると、それぞれの転写材料上の転写層１３及び２３が互
いに融着又は溶融して融着積層体３０を形成する。熱転写紙を「適合」させる融着積層体
３０を形成するのは、熱転写紙の機能である。熱及び圧力の印加は、当業者に公知の様々
な方法で実行することができる。例えば、加熱プレス（図示せず）を用いて、層を互いに
融着することができる。別の例として、標準手持ちアイロン（図示せず）を用いて２つの
材料に熱及び圧力を印加することができる。熱及び圧力は、転写フィルム１３及び２３の
間を良好に接着するのに有効な時間印加されることが望ましい。転写を行うのに用いられ
る温度は、望ましくは約１２０℃～約２００℃、より望ましくは約１５０℃～約１７５℃
である。
【００４９】
　図３ｃを参照すると、剥離可能かつ印刷可能な熱転写材料１０の裏当て層１１及び剥離
層１２を融着積層体３０から共に剥離して中間転写材料を形成し、基体５０に転写される
ことになる印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３を露出させる。この時点で、画像は
、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３とオーバーレイ転写フィルム２３の間に挟ま
れる。図３ｄを参照すると、中間転写材料４０は、次に、転写フィルム１３及び２３が基
体に向き、オーバーレイ裏当て層２１が基体から離れる方を向いて基体５０に接触するよ
うに配置される。望ましい基体には、例えば、綿１００％Ｔシャツ材料のような布などが
含まれる。図３ｅを参照すると、熱及び圧力は、次に、オーバーレイ裏当て層外面２４、
基体外面５４、又はその両方に印加され、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３を基
体５０に融着させる。上述のように、熱及び圧力の量、並びにその印加時間は、印加方法
、基体の種類、及び望ましい転写の種類により決定される。望ましくは、転写を行うのに
用いられる温度は、上に説明した通りである。図３ｆを参照すると、冷却後、オーバーレ
イ材料裏当て層２１及び剥離層２２は、共に基体５０から除去され、基体に取り付けられ
た印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３、画像、及びオーバーレイ転写フィルム２３
を残す。
【００５０】
　任意的に、必要に応じて印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の剥離可能転写フィルムの不
要区域を除去することができる。例えば、文字を転写する場合には、文字「Ｏ」の中心は
、除去又は「草抜き」することができるであろう。従って、転写されることになる剥離可
能転写フィルムの正確な区域を制御することができる。印刷可能かつ剥離可能な転写フィ
ルムには、印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の下にある層を通って切断することなく不要
部分の周りにスリットが入れられることが望ましい。次に、不要部分を印刷可能かつ剥離
可能な熱転写紙から剥離し、転写するために望ましい「草抜きされた」画像化区域を残す
。転写後、基体上には、画像化区域の望ましい区域のみが存在する。オーバーレイ転写フ
ィルムも、画像が転写されなかった基体の区域に転写されないことが望ましい。不要部分
を印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムから除去すると、時に、裏当て層上に画像化フィ
ルムのいくつかの非連結部分が残ることになることに注意すべきである。基体へ転写した
後、これらの非連結部分の間隔及び方向は維持される。
【００５１】
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　印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料の両方で、剥離層及び
裏当てそれぞれを上に重なる転写可能フィルムから分離するために剥離力が必要である。
望ましくは、紙の適合する組では、オーバーレイ熱転写材料の剥離層及び裏当てを引き離
すのには、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の剥離層及び裏当てを引き離すよりも大き
な力が必要であることが望ましい。上述のように、画像化された印刷可能かつ剥離可能な
転写フィルムをオーバーレイ熱転写材料に転写する工程で２つの熱転写材料が共に融着さ
れた後に、最初に、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料のベース層及び剥離層を除去する
ことが望ましい。これらの層を除去する剥離力がオーバーレイ熱転写材料の層を除去する
剥離力に比べて大きすぎる場合には、代わりに、オーバーレイ熱転写材料の剥離層及び裏
当て層が不注意に除去されることがある。
【００５２】
　更に、オーバーレイ転写フィルムの一部分は、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルムの対応する部分がない基体の区域には転写されないことが望ましい。言い換え
れば、オーバーレイ転写フィルムは、草抜き工程の間に、画像化された剥離可能転写フィ
ルムが除去された区域には転写されないことが望ましい。オーバーレイ転写フィルムが、
画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの対応する部分のない基体の区域に転
写されることを防ぐために、オーバーレイ熱転写材料の剥離層及び裏当て層は、オーバー
レイ転写フィルムからあまり容易に引き離されないことが望ましい。
【００５３】
　図４ａ～図４ｅを参照すると、図１の印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料１０及び図２
のオーバーレイ熱転写材料２０を用いて画像を基体に転写する方法の別の実施形態が示さ
れている。図４ａを参照すると、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料１０は、上述のよう
に、標準画像化装置（図示せず）を用いて転写フィルム外面１６上で画像化される。図４
ｂを参照すると、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３は、次に、裏当
て層１１及び剥離層１２から剥離されるか又は他の方法で除去される。図４ｃを参照する
と、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３は、画像化された転写フィル
ム外面１６が基体から離れる方を向くように基体１５０に隣接して配置される。上述のよ
うなオーバーレイ熱転写材料２０は、次に、オーバーレイ転写フィルム２３が画像化され
た剥離可能転写フィルム１３を向くように配置される。図４ｄを参照すると、基体１５０
、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３、及びオーバーレイ熱転写紙２
０は、加熱されて押し付けられ、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを基
体に付着させ、オーバーレイ転写フィルム２３を画像化された転写フィルム外面１６に付
着させる。図４ｅを参照すると、冷却後、オーバーレイ材料裏当て層２１及び剥離層２２
は、基体１５０から共に除去され、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム１３、画像、及
びオーバーレイ転写フィルム２３が基体に取り付けられて残される。転写を行うのに用い
られる温度は、上述のようなものであることが望ましい。
【００５４】
　一実施形態では、本明細書に説明したような熱転写材料又は紙の適合した組を設けて、
印刷画像を布及び他の基体に転写することを可能にすることができると予想される。適合
転写材料は、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料の両方の供
給がキット内に存在することができるキットとして提供することができる。印刷可能かつ
剥離可能な熱転写材料及び／又はオーバーレイ熱転写材料には、使用者にそれらを区別さ
せるために適切にラベル付けすることができる。キットには、同数のオーバーレイ熱転写
材料及び印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料を含むことができる。代替的に、キットには
、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料をオーバーレイ熱転写材料よりも多く含むことがで
きる。更に、キットは、印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
だけでなく、用途によってはオーバーレイ熱転写材料を用いることの代替として有用な場
合がある１つ又はそれよりも多くの耐粘着性オーバーレイ材料を含有することもできる。
一例として、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像化された印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料から剥離され、次に、耐粘着性オーバーレイ材料を用いて基
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体に直接転写することができる。多くの非粘着オーバーレイ材料が当業者には公知である
。例の１つとして、非粘着オーバーレイ材料は、表面上にシリコーンコーティングを有す
る紙とすることができる。
　本発明は、以下の実施例を参照するとより良く理解することができる。しかし、このよ
うな実施例は、本発明の精神又は範囲のいずれをも決して制限するようには解釈されない
ものとする。これらの実施例では、全ての部は、特に断らない限り重量部である。
【実施例１】
【００５５】
　ベース層、ベース層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上に重なる印刷可能かつ剥離可
能な転写フィルムを有する印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を調製した。印刷可能かつ剥
離可能な転写フィルムは、剥離層の上に重なる接着剤層、接着剤層の上に重なる流れ抵抗
不透明層、及び流れ抵抗不透明層の上に重なる画像適合層を含む。ベース層は、坪量が８
６．３ｇ／ｍ2のセルロース繊維紙であった。剥離層は、３．３部アクリルラテックス（
「Ｒｈｏｐｌｅｘ　ＳＰ－１００」としてペンシルベニア州フィラデルフィア所在の「Ｒ
ｏｈｍ　＆　Ｈａａｓ」から入手可能）及び２．０部カオリンクレイ（「Ｕｌｔｒａｗｈ
ｉｔｅ　９０」としてニュージャージー州イーゼリン所在の「Ｅｎｇｅｌｈａｒｄ」から
入手可能）の混合物を水性分散剤として紙に被覆して坪量１０．２ｇ／ｍ2まで乾燥した
ものであった。接着剤層は、坪量４２．５ｇ／ｍ2で剥離層上に押出被覆したエチレンメ
タクリル酸コポリマー（「Ｎｕｃｒｅｌ　５９９ＬＧ」としてデラウェア州ウィルミント
ン所在の「ＤｕＰｏｎｔ」から入手可能）であった。流れ抵抗不透明層は、４．０部二酸
化チタン（「ＲＰＤ　Ｖａｎｔａｇｅ」として「ＤｕＰｏｎｔ」から入手可能）、１０．
９部エチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」としてオ
ハイオ州シンシナチ所在の「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）、０．２部
非イオン性界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」としてミシガン州ミッドランド所
在の「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）、及び０．４部アジ
リジン架橋剤（「Ｘａｍａ　７」としてニュージャージー州バーミンガム所在の「Ｓｙｂ
ｒｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）の混合物を水性分散剤として接
着剤層上に被覆し、坪量３０ｇ／ｍ2まで乾燥させたものであった。画像適合層は、０．
１部非イオン性界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）、平均粒子径約８ミクロンまで超微粉砕した１
．９部１，４シクロヘキサンジベンゾエート（「Ｂｅｎｚｏｆｌｅｘ　３５２」としてイ
リノイ州ローズモント所在の「Ｖｅｌｓｉｃｏｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ」から入手可能）、２．４部エチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐ
ｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）、４．９
部粉末ポリアミド（「Ｏｒｇａｓｏｌ　３５１０　ＥＸＤ」としてペンシルベニア州フィ
ラデルフィア所在の「Ａｔｏｆｉｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｉｎｃ．」から入手可能）
、０．１９部アジリジン架橋剤（「Ｘａｍａ　７」として「Ｓｙｂｒｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）、０．０２部非イオン性界面活性剤（「Ｔｅｒｇｉｔ
ｏｌ　１５－Ｓ－４０」としてニュージャージー州マウントオリーブ所在の「ＢＡＳＦ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ」から入手可能）、０．１８部ポリエチレンオキシド（「Ｐｏｌ
ｙｏｘ　Ｎ６０」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）
、０．２４部ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクロリド）（「Ｇｌａｓｃｏｌ　Ｆ２
０７」としてニューヨーク州タリタウン所在の「Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ」から入手可能）、及び０．１０部ヒドロキシプロピルセルロース（「Ｋｌ
ｕｃｅｌ　Ｇ」としてデラウェア州ウィルミントン所在の「Ｈｅｒｃｕｌｅｓ、Ｉｎｃ．
」から入手可能）の混合物を流れ抵抗不透明層上に水性分散剤として被覆し、坪量１９．
５ｇ／ｍ2まで乾燥させたものであった。
【００５６】
　ベース層、ベース層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上に重なるオーバーレイ転写フ
ィルムを有するオーバーレイ熱転写紙を調製した。ベース層は、坪量３ｇ／ｍ2のセルロ
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ース繊維紙であった。剥離層は、４．４部アクリルラテックス及び２．６部カオリンクレ
イの混合物を水性分散剤として紙上に被覆して坪量１０．２ｇ／ｍ2まで乾燥したもので
あった。オーバーレイ転写フィルムは、坪量４２．５ｇ／ｍ2で剥離層上に押出被覆され
たエチレンメタクリル酸コポリマーであった。
【００５７】
　印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙は、標準９７０インクジェットプリンタで画像化され
た。安全ナイフを用いて、印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の印刷可能かつ剥離可能な転
写フィルムのいくつかの不要部分を除去した。詳細には、印刷可能かつ剥離可能な転写フ
ィルムは、印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の下にある層を通して切断することなく、不
要部分の周りにスリットを入れた。不要部分を印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙から剥離
し、転写するのに望ましい「草抜き」画像化区域を残す。残りの画像化された印刷可能か
つ剥離可能な転写フィルムは、次に、２つの熱転写紙を互いに相対するそれぞれの転写フ
ィルムと共に１７５℃で１５秒間、圧力を７に設定した標準加熱プレス（ペンシルベニア
州メーソンタウン所在の「Ｓｔａｈｌｓ’Ｈｏｔｒｏｎｉｘ」から入手可能な「Ｈｏｔｒ
ｏｎｉｘ　ＸＳＷ型」）に入れることによりオーバーレイ熱転写紙に転写した。その後、
サンプルは、剥離して分離され、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを含む画像化部分
をオーバーレイ熱転写紙に転写した。次に、画像化された印刷可能かつ剥離可能な転写フ
ィルムが付着したオーバーレイ熱転写紙を黒色の綿１００％Ｔシャツ材料の上に下に向け
て配置し、１７５℃で圧力設定を７にした加熱プレスで３０秒間加熱した。冷却後、オー
バーレイ熱転写層紙ベース層及び剥離層を布から剥離し、転写された画像及び転写層を布
に付着させて残した。その結果、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレイ転写フィルムから
転写された比較的肉厚の光沢のあるオーバーレイコーティングを有する画像化された布が
もたらされた。光沢のあるオーバーレイコーティングは、剥離可能転写フィルムが印刷可
能かつ剥離可能な熱転写材料から草抜きされた背景区域でさえも明らかであった。
【実施例２】
【００５８】
　ベース層、ベース層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上に重なるオーバーレイ転写フ
ィルムを有するオーバーレイ熱転写紙を調製した。ベース層は、坪量が８６．３ｇ／ｍ2

のセルロース繊維紙であった。剥離層は、４．４部アクリルラテックス及び２．６部カオ
リンクレイの混合物を水性分散剤として紙上に被覆して坪量１０．２ｇ／ｍ2まで乾燥し
たものであった。オーバーレイ転写フィルムは、１００部エチレンアクリル酸コポリマー
（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．」から入手可能）及び５０部２０，０００分子量ポリエチレングリコール（
「Ｃａｒｂｏｗａｘ　２０Ｍ」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」か
ら入手可能）の混合物を水性分散剤として剥離層に被覆して坪量６．８ｇ／ｍ2まで乾燥
したものであった。
【００５９】
　印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムが印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料から草抜き
された背景区域へのオーバーレイ転写フィルムの転写に対するオーバーレイ熱転写紙の感
受性を試験するために、オーバーレイ熱転写紙は、オーバーレイ転写フィルムと共に黒色
の綿１００％Ｔシャツ材料上に下向きに置かれ、１７５℃の加熱プレスで３０秒間加熱さ
れた。冷却後、オーバーレイ熱転写紙は、布から剥離された。オーバーレイ転写フィルム
は、布を被覆する比較的薄く光沢のあるオーバーレイとして布に転写された。しかし、薄
くて光沢のあるオーバーレイコーティングは、布を水に数秒間浸漬後には容易に除去され
た。
【実施例３】
【００６０】
　オーバーレイ転写フィルムを坪量３．４ｇ／ｍ2で剥離層上に被覆したことを除き、実
施例２のオーバーレイ熱転写紙を説明した通りに調製した。実施例２に説明した通りに転
写工程が完了した後に、得られる布は、オーバーレイ熱転写紙から転写されたオーバーレ
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イ転写フィルムの小斑点しか持たないものであった。小斑点は、材料を最初に洗濯する時
に容易に除去された。
【実施例４】
【００６１】
　ベース層、ベース層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上に重なるオーバーレイ転写フ
ィルムを有するオーバーレイ熱転写紙を調製した。ベース層は、坪量が８６．３ｇ／ｍ2

のセルロース繊維紙であった。剥離層は、４．４部アクリルラテックス及び２．６部カオ
リンクレイの混合物を水性分散剤として紙上に被覆して坪量１０．２ｇ／ｍ2まで乾燥し
たものであった。オーバーレイ転写フィルムは、１００部粉末ポリエチレンワックス（「
Ｍｉｃｒｏｐｏｗｄｅｒｓ　ＭＰ　６３５　Ｇ」としてニューヨーク州タリタウン所在の
「Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）と、１０部エチレンアクリル
酸コポリマー（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　
Ｉｎｃ．」から入手可能）と、３部非イオン性界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００
」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）と、２部ポリエ
チレンオキシド（「Ｐｏｌｙｏｘ　Ｎ　８０」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ」から入手可能）との混合物を水性分散剤として剥離層に被覆して乾燥したも
のであった。非イオン性界面活性剤は、粉末ポリエチレンワックスのための分散剤であり
、ポリエチレングリコールは増粘剤である。オーバーレイ転写フィルムの坪量のみが４．
１ｇ／ｍ2、８．３ｇ／ｍ2、及び１２．４ｇ／ｍ2と異なる３つのバージョンのオーバー
レイ熱転写紙を調製した。
【００６２】
　オーバーレイ熱転写紙の各バージョンのサンプルに対して、実施例２に説明した転写工
程によって暗いＴシャツ布のサンプルを調製した。４．１又は８．３ｇ／ｍ2オーバーレ
イ転写フィルムを有するオーバーレイ熱転写紙のバージョンを用いる場合には、転写工程
が完了した後に、得られる布には、オーバーレイ転写フィルムが全く存在しなかった。１
２．４オーバーレイ転写フィルムを有するオーバーレイ熱転写紙のバージョンでは、得ら
れる布には、微量のオーバーレイ転写フィルムしか転写されなかった。
【実施例５】
【００６３】
　上の実施例１に説明したような印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を画像化し、上の実施
例１に付加的に説明したように草抜きした。上の実施例２に説明したように、オーバーレ
イ転写フィルムの坪量が８．３ｇ／ｍ2であるオーバーレイ熱転写紙のサンプルをオーバ
ーレイ熱転写材料として用いるために調製した。印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙上の草
抜き画像は、上の実施例１に説明した転写工程によってオーバーレイ熱転写紙に転写し、
その後、暗いＴシャツ布に転写した。得られる布は、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレ
イ転写フィルムによりも被覆された良好に転写された画像を有していた。更に、草抜きさ
れた背景区域では、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレイ転写フィルムが布に転写するこ
とは無かった。画像化された布を冷水洗濯サイクルで洗濯洗剤を用いて１０回洗濯して乾
燥しても、非常に良好な結果が得られた。
【実施例６】
【００６４】
　上の実施例１に説明したような印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムを有する印刷可能
かつ剥離可能な熱転写紙を「Ｃａｎｏｎ　７００」カラーコピー機で画像化し、上の実施
例１に説明するように草抜きした。オーバーレイ熱転写材料として用いるために上の実施
例５に説明したようなオーバーレイ熱転写紙のサンプルを調製した。印刷可能かつ剥離可
能な熱転写紙上の草抜き画像は、上の実施例１に説明したような転写工程によりオーバー
レイ熱転写紙に転写し、その後、暗いＴシャツ布に転写した。得られる布は、オーバーレ
イ熱転写紙のオーバーレイ転写フィルムによって被覆された良好に転写された画像を有し
ていた。更に、草抜きされた背景区域では、オーバーレイ紙のオーバーレイ転写フィルム
が布に転写することは無かった。画像化された布を冷水洗濯サイクルで洗濯洗剤を用いて
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１０回洗濯して乾燥しても、非常に良好な結果が得られた。
【実施例７】
【００６５】
　ベース層、ベース層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上に重なる印刷可能かつ剥離可
能な転写フィルムを有する印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を調製した。印刷可能かつ剥
離可能な転写フィルムは、剥離層の上に重なる接着剤層、接着剤層の上に重なる流れ抵抗
不透明層、及び流れ抵抗不透明層の上に重なる画像適合層を含む。ベース層は、坪量が８
６．３ｇ／ｍ2のセルロース繊維紙であった。剥離層は、３．３部アクリルラテックス及
び２．０部カオリンクレイの混合物を水性分散剤として紙に被覆して坪量１０．２ｇ／ｍ
2まで乾燥したものであった。接着剤層は、坪量２８．４ｇ／ｍ2で剥離層上に押出被覆し
たエチレンメタクリル酸コポリマー、及びエチレンメタクリル酸コポリマーを覆って坪量
１４．２ｇ／ｍ2で共押出ししたエチレンアクリル酸コポリマー（「Ｐｒｉｍａｃｏｒ　
５９８０－ｌ」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）で
あった。流れ抵抗不透明層は、３．９部二酸化チタン、０．０４部ポリアクリル酸分散剤
（「Ｔａｍｏｌ　７３１」として「Ｒｏｈｍ　ａｎｄ　Ｈａａｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から
入手可能）、１０．９部エチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　
４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）、０．２部非イオン
性界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ」から入手可能）、及び０．４部アジリジン架橋剤（「ＸＡＭＡ　７」として
「Ｓｙｂｒｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）の混合物を水性分散剤
として接着剤層上に被覆し、坪量３０ｇ／ｍ2まで乾燥させたものであった。画像適合層
は、０．３部非イオン性界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）、平均粒径約８ミクロンまで超微粉砕
した１．７部１，４シクロヘキサンジベンゾエート、３．１部エチレンアクリル酸コポリ
マー（「Ｍｉｃｈｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．
」から入手可能）、４．４部粉末ポリアミド（「Ｏｒｇａｓｏｌ　３５１０　ＥＸＤ」と
して「Ａｔｏｆｉｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｉｎｃ．」から入手可能）、０．４部ポリ
アミンカチオンポリマー（「ＡＰＣ－Ｍ１」としてニュージャージー州カールスタット所
在の「Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ」から入手可能）、０．２部アジリジン架橋
剤（「ＸＡＭＡ　７」として「Ｓｙｂｒｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ｉｎｃ．」から入手
可能）、及び０．２部ポリエチレンオキシド（「Ｐｏｌｙｏｘ　Ｎ８０」として「Ｄｏｗ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）の混合物を流れ抵抗不透明層上に
水性分散剤として被覆し、坪量１９．５ｇ／ｍ2まで乾燥させたものであった。
【００６６】
　ベース層、ベース層の上に重なる共形層、共形層の上に重なる剥離層、及び剥離層の上
に重なるオーバーレイ転写フィルムを有するオーバーレイ熱転写紙を調製した。ベース層
は、坪量が８６．３ｇ／ｍ2のセルロース繊維紙であった。共形層は、坪量３５．０ｇ／
ｍ2でベース層上に押出被覆されたエチレンビニルアセテート（「Ｅｌｖａｘ　３２００
」として「ＤｕＰｏｎｔ」から入手可能）であった。剥離層は、１８６部アクリルラテッ
クス、０．２部シリコーングリコールコポリマー超湿潤剤（「Ｄｏｗ　Ｑ２－５２１１」
として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入手可能）、３．７部シリコ
ーン剥離剤（「Ｄｏｗ　Ｓ－１９０」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙ」から入手可能）、１８．６部の分子量８，０００のポリエチレングリコール（「Ｃａ
ｒｂｏｗａｘ　８０００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ」から入
手可能）、及び１１．２部アジリジン架橋剤（「ＸＡＭＡ　７」として「Ｓｙｂｒｏｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）の混合物を水性分散剤として共形層上に
被覆し、坪量８．２ｇ／ｍ2まで乾燥したものであった。オーバーレイ転写フィルムは、
１００部粉末ポリエチレンワックス（「Ｍｉｃｒｏｐｏｗｄｅｒｓ　ＭＰ　６３５　Ｇ」
として「Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ、Ｉｎｃ．」から入手可能）を３部の非イオン性界
面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐ
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ａｎｙ」から入手可能）と共に３０％固形物で水中に分散し、ミキサで混合してコロイド
ミルを用いて粉砕したものと、１５部のエチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈｅｍ
　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）との
混合物を２０％固形物水性分散剤として剥離層上に被覆して坪量約７．５ｇ／ｍ2まで乾
燥したものであった。
【００６７】
　上述のような印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を画像化し、上の実施例１に説明したよ
うな工程によって草抜きした。印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙上の草抜き画像は、上の
実施例１に説明したような転写工程によって上述のオーバーレイ熱転写紙に転写し、次に
、暗いＴシャツ布に転写した。冷却後に、オーバーレイ熱転写紙のベース層及び剥離層を
転写された画像から除去するのに、実施例１～実施例６に用いたオーバーレイ熱転写紙を
除去した力よりも小さい力しか必要ではなかった。容易に剥離されるために、画像化され
た印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムがオーバーレイ熱転写紙に転写するのではなく、
時折、オーバーレイ転写フィルムが、画像化された印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙に転
写した。転写が成功すると、得られる布は、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレイ転写フ
ィルムによって被覆された良好に転写された画像を有した。しかし、草抜き背景区域又は
画像化区域の縁部では、オーバーレイ紙のオーバーレイ転写フィルムが布にも転写された
。画像化された布は、冷水洗濯サイクルで洗濯用洗剤を用いて１０回洗濯して乾燥させ、
非常に良好な結果が得られた。
【実施例８】
【００６８】
　オーバーレイ転写フィルムが、１００部粉末ポリエチレンワックス（３部の非イオン性
界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ」から入手可能）と共に３０％固形物で水中に分散し、ミキサで混合してコロイ
ドミルを用いて粉砕したもの）と、１５部のエチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈ
ｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）
と、２部シリコーン剥離剤との混合物を２０％固形物水性分散剤として剥離層上に被覆し
て坪量約７．５ｇ／ｍ2まで乾燥したものであることを除き、上の実施例７に説明したよ
うにオーバーレイ熱転写紙を調製した。
【００６９】
　上の実施例７に説明したような印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を画像化し、上の実施
例１に説明したような工程に従って草抜きした。印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙上の草
抜き画像は、上の実施例１に説明したような転写工程によって上述のオーバーレイ熱転写
紙に転写し、次に、暗いＴシャツ布に転写した。冷却後に、オーバーレイ熱転写紙のベー
ス層及び剥離層を転写された画像から除去するのに、実施例７に用いたオーバーレイ熱転
写紙を除去した力よりも小さい力しか必要ではなかった。容易に剥離されるために、画像
化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムがオーバーレイ熱転写紙に転写するのでは
なく、多くの場合に、オーバーレイ転写フィルムが、画像化された印刷可能かつ剥離可能
な熱転写紙に転写した。しかし、実施例７の印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の他のサン
プルを用いて、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像化後に裏当て層から草抜き
することなく除去され、その後、暗いシャツ材料上に画像側を上に向けて置かれた。オー
バーレイ熱転写紙は、オーバーレイ転写フィルムが印刷可能かつ剥離可能な転写フィルム
に向くように、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの上に置かれ、その後、１７５℃で
３０秒間加熱した。冷却後、オーバーレイ裏当てを除去した。得られる布は、オーバーレ
イ紙のオーバーレイ転写フィルムによって被覆された良好に転写された画像を有した。画
像化区域の縁部では、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレイ転写フィルムが布に転写され
た。画像化された布は、冷水洗濯サイクルで洗濯用洗剤を用いて１０回洗濯して乾燥させ
、非常に良好な結果が得られた。
【実施例９】
【００７０】
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　オーバーレイ転写フィルムが、１００部粉末ポリエチレンワックス（３部の非イオン性
界面活性剤（「Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ　１００」として「Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ」から入手可能）と共に３０％固形物で水中に分散し、ミキサで混合してコロイ
ドミルを用いて粉砕したもの）と、１５部のエチレンアクリル酸コポリマー（「Ｍｉｃｈ
ｅｍ　Ｐｒｉｍｅ　４９８３」として「Ｍｉｃｈｅｌｍａｎ　Ｉｎｃ．」から入手可能）
との混合物を２０％固形物水性分散剤として剥離層上に被覆して坪量約７．５ｇ／ｍ2ま
で乾燥させたものであることを除き、上の実施例７に説明したようにオーバーレイ熱転写
紙を調製した。
【００７１】
　上の実施例７に説明したような印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙を画像化し、上の実施
例１に説明したような工程に従って草抜きした。印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙上の草
抜き画像は、上の実施例１に説明したような転写工程によって上述のオーバーレイ熱転写
紙に転写し、次に、暗いＴシャツ布に転写した。冷却後に、オーバーレイ熱転写紙のベー
ス層及び剥離層を転写された画像から除去するのに、実施例７に用いたオーバーレイ紙を
除去した力よりも僅かに小さい力しか必要ではなかった。容易に剥離されるために、画像
化された印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムがオーバーレイ熱転写紙に転写するのでは
なく、時に、オーバーレイ転写フィルムが、画像化された印刷可能かつ剥離可能な熱転写
紙に転写した。しかし、実施例７の印刷可能かつ剥離可能な熱転写紙の他のサンプルを用
いて、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムは、画像化後に裏当て層から草抜きすること
なく除去され、その後、暗いシャツ材料上に画像側を上に向けて置かれた。オーバーレイ
熱転写紙は、オーバーレイ転写フィルムが印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムに向くよ
うに、印刷可能かつ剥離可能な転写フィルムの上に置かれ、その後、１７５℃で３０秒間
加熱した。冷却後、オーバーレイ裏当てを除去した。得られる布は、オーバーレイ紙のオ
ーバーレイ転写フィルムによって被覆された良好に転写された画像を有した。画像化区域
の縁部では、オーバーレイ熱転写紙のオーバーレイ転写フィルムが布に転写された。画像
化された布は、冷水洗濯サイクルで洗濯用洗剤を用いて１０回洗濯して乾燥させ、非常に
良好な結果が得られた。
　本発明の範囲及び精神から逸脱することなく本発明に様々な修正又は変形を行うことが
できることを当業者は認めるべきである。本発明は、特許請求の範囲及びその均等物に該
当するようなこのような修正及び変形を含むものとする。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】本発明によって作られた印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料の部分断面図である
。
【図２】本発明によって作られたオーバーレイ熱転写材料の部分断面図である。
【図３ａ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図３ｂ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図３ｃ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図３ｄ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図３ｅ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図３ｆ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する方法を示す部分断面図である。
【図４ａ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する別の方法を示す部分断面図である。
【図４ｂ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
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を用いて画像を基体に転写する別の方法を示す部分断面図である。
【図４ｃ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する別の方法を示す部分断面図である。
【図４ｄ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する別の方法を示す部分断面図である。
【図４ｅ】本発明により印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料及びオーバーレイ熱転写材料
を用いて画像を基体に転写する別の方法を示す部分断面図である。
【符号の説明】
【００７３】
　１０　印刷可能かつ剥離可能な熱転写材料
　１２　剥離層
　１４　裏当て層外面
　１６　転写フィルム外面

【図１】

【図２】

【図３ａ】

【図３ｂ】
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